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１ ．社会保障制度の歴史 
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＜産業革命＞ 

 

   

商人ギルド・クラフトギルド 

労働組合 友愛会 

1836 クルップ社疾病金庫 

英 ＜米国繁栄期＞ 

米 

 

 

1883 ビスマルクの社会保険制度 

＜英国追随＞ 

独 

欧 

1911 国民保険制度（対ビスマルク） 

 

1935 ワグナー法・社会保障法 

長期雇用・職業訓練・企業別組合 1905 鐘紡（武藤山治）共済制度 

炭鉱・鉱山 ― 納屋制度（社宅） 

養成工制度（教育） 

1911 工場法 
1922 健康保険法（政府管掌保険も導入） 
1936 退職積立金法（厚生年金制度も導入） 

 
 
 

1961 国民皆保険・皆年金制度への移行 
1973 福祉元年（物価スライド制） 

非法定福利や中小企業にも法的措置を漸次導入 
 
1980 年代から年金・医療制度の財政状況逼迫化 

米 日 

 

国主導の社会保障制度の時期 



２ ．財政赤字の実情（対 GDP 比） 
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長国・短国・地方債発行残高合計 

長国・短国発行残高合計 

長国発行残高合計 

日銀長国保有残高 

日銀長国・短国保有残高 

銀行券発行残高 

1890    1900     1910     1920     1930     1940     1950      1960     1970     1980     1990     2000     2010 



３ ．社会保障給付と国民負担 
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（％） 

 
アメリカ 日本 イギリス ドイツ スウェーデン フランス 

社会保障給付 16.5 19.3 21.3 26.2 27.7 28.8 

 
年金 6.7 9.6 6.7 10.7 9.3 12.9 

 
医療 7.4 6.3 6.8 7.9 6.6 7.5 

 
その他 2.4 3.4 7.8 7.7 11.9 8.3 

国民負担 ① 
32.5 

（26.4） 
38.8 

（28.1） 
46.8 

（37.3） 
52.0 

（39.3） 
59.0 

（43.7） 
61.1 

（45.2） 

 
税 24.0 22.0 36.2 30.4 46.9 36.8 

 
保険料 8.6 16.8 10.5 21.7 12.1 24.3 

国民負担 ② 
39.9 

（32.3） 
49.8 

（36.2） 
52.8 

（42.1） 
52.0 

（39.3） 
59.0 

（43.7） 
65.6 

（48.5） 

 
財政赤字 7.4 11.0 6.0 0.0 0.0 4.5 

（注）社会保障給付のデータは対 GDP 比。国民負担のデータは対 NI 比（かっこ内は対 GDP 比）。社会保障給付は 2007 年（出

典は厚生労働省）。国民負担は日本は 2011 年度、他は 2008 年（出典は財務省）。 



４．社会保障制度の意味と意義

税金 保険料 自己負担

公助 共助 自助

公的サービス 私的サービス

政府、企業、家計のいずれが負担すべきか

4


	110209調査会資料　表紙.pdf
	110209調査会資料　１ページ
	110209調査会資料　２ページ
	110209調査会資料　３ページ
	110209調査会資料　４ページ

